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    規     則 

和歌山県規則第42号 

 和歌山県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県行政組織規則の一部を改正する規則 

 和歌山県行政組織規則（昭和63年和歌山県規則第19号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 章 

発行 和   歌   山   県 

和歌山市小松原通一丁目 1番地 

毎週火、金曜日発行 和歌山県報

改 正 後 改 正 前

（総務部各課の任務及び所掌事務） （総務部各課の任務及び所掌事務）
第15条 総務部各課の任務及び所掌事務は、次の 第15条 総務部各課の任務及び所掌事務は、次の

とおりとする。 とおりとする。
総務課～財政課 略 総務課～財政課 略
税務課 税務課
税務課は、県税の適正かつ公平な賦課及び徴収 税務課は、県税の適正かつ公平な賦課及び徴収

の実現を図ることを任務とし、次の事務を所掌す の実現を図ることを任務とし、次の事務を所掌す
る。 る。

～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)
自動車税の環境性能割及び種別割並びに軽 自動車税及び自動車取得税の証紙の売りさ(５) (５)

自動車税の環境性能割の証紙の売りさばきに ばきに関すること。
関すること。
～ 略 ～ 略(６) (９) (６) (９)

市町村課～災害対策課 略 市町村課～災害対策課 略

（和歌山県税事務所自動車税・間税課の所掌事 （和歌山県税事務所自動車税・間税課の所掌事
務） 務）

第76条 和歌山県税事務所自動車税・間税課の所 第76条 和歌山県税事務所自動車税・間税課の所
掌事務は、次のとおりとする。 掌事務は、次のとおりとする。



    和歌山県報  号外 令和元年 9月 30 日（月曜日） 

－ 2 － 

自動車税の種別割の賦課に関すること。 自動車税及び自動車取得税の賦課に関する(１) (１)
こと。

略 略(２) (２)

（紀北県税事務所等の課税課の所掌事務） （紀北県税事務所等の課税課の所掌事務）
第81条 紀北県税事務所等の課税課の所掌事務は 第81条 紀北県税事務所等の課税課の所掌事務は

、次のとおりとする。 、次のとおりとする。
県税（個人の県民税、個人の事業税、不動 県税（個人の県民税、個人の事業税、不動(１) (１)

産取得税、自動車税の種別割及び軽油引取税 産取得税、自動車税及び軽油引取税（地方税
（地方税法第1 4 4条の21第 1 項及び第 2 項の 法第1 4 4条の21第 1 項及び第 2 項の規定によ
規定による免税証及び免税軽油使用者証の交 る免税証及び免税軽油使用者証の交付に関す
付に関する事務に限る。）に限る。）の賦課 る事務に限る。）に限る。）の賦課に関する
に関すること。 こと。
～ 略 ～ 略(２) (４) (２) (４)

（部長、課長等） （部長、課長等）
第2 1 1条 略 第2 1 1条 略
2 略 2 略
3 第 1 項に定めるもののほか、必要に応じ、次 3 第 1 項に定めるもののほか、必要に応じ、次
の表の左欄に掲げる本庁の組織に、それぞれ同 の表の左欄に掲げる本庁の組織に、それぞれ同
表の中欄に掲げる職を置き、その職務は、同表 表の中欄に掲げる職を置き、その職務は、同表
の右欄に掲げるとおりとする。 の右欄に掲げるとおりとする。

組織 職 職務 組織 職 職務

略 略

税務課 分室長 上司の命を受け、自動車税 税務課 分室長 上司の命を受け、自動車税
の環境性能割及び種別割並 及び自動車取得税の証紙徴
びに軽自動車税の環境性能 収に関する事務を掌理し、
割の証紙徴収に関する事務 当該事務に従事する職員を
を掌理し、当該事務に従事 指揮監督する。
する職員を指揮監督する。

略 略

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

2 この規則の施行の日（次項及び附則第4項において「施行日」という。）前の自動車の取得に対して課

する自動車取得税については、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

3 この規則による改正後の和歌山県行政組織規則（次項において「新規則」という。）の規定中自動車

税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割

について適用する。 

4 新規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義務が発生した

者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和元年

度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

 

和歌山県規則第43号 

 和歌山県税規則等の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県税規則等の一部を改正する規則 

 （和歌山県税規則の一部改正） 
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第1条 和歌山県税規則（昭和25年和歌山県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（徴収猶予の申請手続等） （徴収猶予の申請手続等）
第 5 条の 2 略 第 5 条の 2 略
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 県税事務所の長は、法第15条第 1 項、同条第 4 県税事務所の長は、法第15条第 1 項、同条第

2 項、同条第 4 項、法第72条の38の 2 第 1 項、 2 項、同条第 4 項、法第72条の38の 2 第 1 項、
同条第 5 項、同条第 6 項、同条第 7 項において 同条第 5 項、同条第 6 項、同条第 7 項において
準用する同条第 5 項、条例第42条の25第 1 項、 準用する同条第 5 項、条例第42条の25第 1 項、
条例第42条の27の 2 第 2 項、条例第42条の27の 条例第42条の27の 2 第 2 項、条例第42条の27の
3 第 2 項、法第1 4 4条の29若しくは条例第71条 3 第 2 項、条例第51条第 2 項若しくは法第1 4 4
第 2 項の規定により徴収猶予をする場合又は法 条の29の規定により徴収猶予をする場合又は法
第15条の 3 、法第72条の38の 2 第 8 項、同条第 第15条の 3 、法第72条の38の 2 第 8 項、同条第
9 項、条例第42条の26、条例第42条の27の 2 第 9 項、条例第42条の26、条例第42条の27の 2 第
3 項、条例第42条の27の 3 第 4 項若しくは条例 3 項、条例第42条の27の 3 第 4 項若しくは条例
第71条第 5 項の規定により徴収猶予を取り消す 第51条第 5 項の規定により徴収猶予を取り消す
場合においては、それぞれ徴収猶予通知書又は 場合においては、それぞれ徴収猶予通知書又は
徴収猶予取消通知書により通知しなければなら 徴収猶予取消通知書により通知しなければなら
ない。 ない。

5 ・ 6 略 5 ・ 6 略

（徴収の引継ぎ等） （徴収の引継ぎ等）
第 5 条の 2 の 6 略 第 5 条の 2 の 6 略
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 知事は、自動車税の環境性能割に係る未納の 4 知事は、自動車取得税に係る未納の徴収金が
徴収金がある場合は、当該徴収金に係る自動車 ある場合は、当該徴収金に係る自動車の主たる
の主たる定置場の所在地を所管する県税事務所 定置場の所在地を所管する県税事務所の長に対
の長に対し、その徴収を嘱託するものとする。 し、その徴収を嘱託するものとする。ただし、
ただし、特に必要と認めるときは、この限りで 特に必要と認めるときは、この限りでない。
ない。

（ゴルフ場利用税に係る税率軽減の要件等） （ゴルフ場利用税に係る税率軽減の要件等）
第 7 条の 2 略 第 7 条の 2 略
2 条例第42条の37第 3 項第 2 号の規則で定める 2 条例第42条の37第 3 項第 2 号の規則で定める
ものは、次に掲げるもののいずれかに該当する ものは、次に掲げるもののいずれかに該当する
ものとする。 ものとする。

略 略(１) (１)
スポーツ基本法（平成23年法律第78号）第 スポーツ基本法（平成23年法律第78号）第(２) (２)

26条第 1 項に規定する国民スポーツ大会（第 26条第 1 項に規定する国民体育大会（第 7 条
7 条の 5 の 2 第 2 項第 3 号において「国民ス の 5 の 2 第 2 項第 3 号において「国民体育大
ポーツ大会」という。）、同大会の予選会及 会」という。）、同大会の予選会及びこれら
びこれらに準ずるものとして前項各号に掲げ に準ずるものとして前項各号に掲げる競技会
る競技会（以下この号及び次条において「国 （以下この号及び次条において「国民体育大
民スポーツ大会等」という。）の練習（当該 会等」という。）の練習（当該国民体育大会
国民スポーツ大会等の主催者が当該国民スポ 等の主催者が当該国民体育大会等の一環とし
ーツ大会等の一環として練習日及び練習場所 て練習日及び練習場所を指定している場合に
を指定している場合における当該練習日の当 おける当該練習日の当該練習場所における練
該練習場所における練習に限る。）としての 習に限る。）としての利用
利用

（ゴルフ場利用税に係る税率軽減の承認申請） （ゴルフ場利用税に係る税率軽減の承認申請）
第 7 条の 3 条例第42条の37第 4 項の規定により 第 7 条の 3 条例第42条の37第 4 項の規定により

、同条第 3 項の適用の承認を受けようとする場 、同条第 3 項の適用の承認を受けようとする場
合には、同項第 1 号に規定するゴルフ場の経営 合には、同項第 1 号に規定するゴルフ場の経営
者等及び同項第 2 号に規定する国民スポーツ大 者等及び同項第 2 号に規定する国民体育大会等
会等の主催者は、当該ゴルフ場の利用の日の 5 の主催者は、当該ゴルフ場の利用の日の 5 日前
日前までに、ゴルフ場利用税の税率軽減承認申 までに、ゴルフ場利用税の税率軽減承認申請書
請書を和歌山県税事務所長に提出しなければな を和歌山県税事務所長に提出しなければならな
らない。 い。

2 略 2 略

（ゴルフ場の非課税利用の取扱い） （ゴルフ場の非課税利用の取扱い）
第 7 条の 5 の 2 略 第 7 条の 5 の 2 略
2 条例第42条の36の 2 の規則で定める証明書等 2 条例第42条の36の 2 の規則で定める証明書等
の提示又は提出は、次の各号の区分によるもの の提示又は提出は、次の各号の区分によるもの
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とする。 とする。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
法第75条の 3 第 1 号によるゴルフ場の利用 法第75条の 3 第 1 号によるゴルフ場の利用(３) (３)
国民スポーツ大会又はその予選会である旨 国民体育大会又はその予選会である旨を知

を知事又は県の教育委員会が証するものの提 事又は県の教育委員会が証するものの提出
出

略 略(４) (４)

（条例第68条第 4 項の規則で定めるもの）
第 7 条の 5 の 3 条例第68条第 4 項に規定する規

則で定めるものは、道路運送車両法（昭和26年
法律第1 8 5号）第13条の規定による登録の申請
とする。

（自動車税の減免に係る身体障害者等の範囲） （自動車取得税又は自動車税の減免に係る身体
障害者等の範囲）

第 7 条の 5 の 4 条例第73条の 2 第 1 項第 1 号及 第 7 条の 5 の 3 条例第55条第 1 項第 1 号及び第
び第73条の13第 1 項第 1 号の身体障害者等のう 69条第 1 項第 1 号の身体障害者等のうち規則で
ち規則で定める者は、次の各号のいずれかに該 定める者は、次の各号のいずれかに該当する者
当する者をいう。 をいう。

身体障害者 身体障害者福祉法第15条第 4 身体障害者 身体障害者福祉法第15条第 4(１) (１)
項の規定による身体障害者手帳の交付を受け 項の規定による身体障害者手帳の交付を受け
ている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害 ている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害
の区分に応じ、それぞれ同表の中欄又は右欄 の区分に応じ、それぞれ同表の中欄又は右欄
に定める身体障害者福祉法施行規則（昭和25 に定める身体障害者福祉法施行規則（昭和25
年厚生省令第15号）別表第 5 号に定める障害 年厚生省令第15号）別表第 5 号に定める障害
の級別に該当する障害を有するもの の級別に該当する障害を有するもの

障害の区分 条例第73条の 条例第73条の 障害の区分 条例第55条第 条例第55条第
2 第 1 項第 1 2 第 1 項第 1 1 項第 1 号ア 1 項第 1 号イ
号ア及び第73 号イ及びウ並 及び第69条第 及びウ並びに
条の13第 1 項 びに第73条の 1 項第 1 号ア 第69条第 1 項
第 1 号アに該 13第 1 項第 1 に該当する者 第 1 号イ及び
当する者の障 号イ及びウに の障害の級別 ウに該当する
害の級別 該当する者の 者の障害の級

障害の級別 別

略 略

戦傷病者 戦傷病者特別援護法第 4 条第 1 戦傷病者 戦傷病者特別援護法第 4 条第 1(２) (２)
項又は第 2 項の規定による戦傷病者手帳の交 項又は第 2 項の規定による戦傷病者手帳の交
付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲 付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲
げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の中欄 げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の中欄
又は右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48 又は右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48
号）別表第 1 号表の 2 に定める重度障害の程 号）別表第 1 号表の 2 に定める重度障害の程
度又は同法別表第 1 号表の 3 に定める障害の 度又は同法別表第 1 号表の 3 に定める障害の
程度に該当する障害を有するもの 程度に該当する障害を有するもの

障害の区分 条例第73条の 条例第73条の 障害の区分 条例第55条第 条例第55条第
2 第 1 項第 1 2 第 1 項第 1 1 項第 1 号ア 1 項第 1 号イ
号ア及び第73 号イ及びウ並 及び第69条第 及びウ並びに
条の13第 1 項 びに第73条の 1 項第 1 号ア 第69条第 1 項
第 1 号アに該 13第 1 項第 1 に該当する者 第 1 号イ及び
当する者の重 号イ及びウに の重度障害の ウに該当する
度障害の程度 該当する者の 程度又は障害 者の重度障害
又は障害の程 重度障害の程 の程度 の程度又は障
度 度又は障害の 害の程度

程度

略 略

・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

（特別の仕様又は構造変更の範囲） （特別の仕様又は構造変更の範囲）
第 7 条の 5 の 5 条例第73条の 2 第 1 項第 2 号及 第 7 条の 5 の 4 条例第55条第 1 項第 2 号及び第

び第73条の13第 1 項第 2 号の規則で定める特別 69条第 1 項第 2 号の規則で定める特別の仕様は
の仕様は、特種用途自動車のうち車椅子を昇降 、特種用途自動車のうち車椅子を昇降させ、又
させ、若しくは固定させる装置又は浴槽及びそ は固定させる装置並びに浴槽及びその付帯設備
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の付帯設備を備えた仕様とし、条例第73条の 2 を備えた仕様とし、条例第55条第 1 項第 2 号及
第 1 項第 2 号及び第73条の13第 1 項第 2 号の規 び第69条第 1 項第 2 号の規則で定める構造変更
則で定める構造変更は、自動車にこれらの装置 は、自動車にこれらの装置等を装着し、又は設
等を装着し、又は設置することによって行う構 置することによって行う構造変更とする。
造変更とする。

2 条例第73条の 2 第 1 項第 3 号の規則で定める 2 条例第55条第 1 項第 3 号の規則で定める特別
特別の仕様は、車椅子を昇降させ、若しくは固 の仕様は、車椅子を昇降させ、又は固定させる
定させる装置、浴槽及びその付帯設備、昇降装 装置、浴槽及びその付帯設備、昇降装置付き回
置付き回転座席、スロープ板又は車高調整機能 転座席、スロープ板並びに車高調整機能に係る
に係る装置を備えた仕様とし、同号の規則で定 装置を備えた仕様とし、同号の規則で定める構
める構造変更は、自動車にこれらの装置等を装 造変更は、自動車にこれらの装置等を装着し、
着し、又は設置することによって行う構造変更 又は設置することによって行う構造変更とする
とする。 。ただし、スロープ板及び車高調整機能に係る

装置については、超低床型バスに装着されるも
のに限る。

3 条例第73条の 2 第 1 項第 4 号の規則で定める 3 条例第55条第 1 項第 4 号の規則で定める特別
特別の仕様は、運転装置、制御装置等が専ら身 の仕様は、運転装置、制御装置等が専ら身体障
体障害者等が運転するための特別の仕様とし、 害者等が運転するための特別の仕様とし、同号
同号の規則で定める構造変更は、自動車にこれ の規則で定める構造変更は、自動車にこれらの
らの装置等を装着することによって行う構造変 装置等を装着することによって行う構造変更と
更とする。 する。

（自動車税の減免限度額） （自動車税の減免限度額）
第 7 条の 5 の 6 条例第73条の 2 第 1 項の規則で 第 7 条の 5 の 5

定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ当該各号に定める額に相当する額とする
。

条例第73条の 2 第 1 項第 1 号に掲げる自動(１)
車であって、身体障害者等の運転又は利用に
供するために前条第 2 項又は第 3 項に規定す
る特別の仕様又は構造変更が加えられたもの
（次号において「構造変更自動車」という。
）の取得 2 7 0万円に当該自動車に係る特別
の仕様又は構造変更に要した額を加算した額
に当該自動車に係る自動車税の環境性能割の
税率を乗じて得た額

条例第73条の 2 第 1 項第 1 号に掲げる自動(２)
車であって、構造変更自動車以外の自動車の
取得 2 7 0万円に当該自動車に係る自動車税
の環境性能割の税率を乗じて得た額

条例第73条の 2 第 1 項第 2 号に掲げる自動(３)
車の取得 当該自動車に係る自動車税の環境
性能割の額

条例第73条の 2 第 1 項第 3 号又は第 4 号に(４)
掲げる自動車の取得 当該自動車に係る特別
の仕様又は構造変更に要した額に当該自動車
に係る自動車税の環境性能割の税率を乗じて
得た額

2 条例第73条の13第 1 項の規則で定める額は、 条例第69条第 1 項の規則で定める額は、次の
次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各 各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額
号に定める額に相当する額とする。 に相当する額とする。

普通徴収の方法によって徴収されるものに 普通徴収の方法によって徴収されるものに(１) (１)
あっては納期限、証紙徴収の方法によって徴 あっては納期限、証紙徴収の方法によって徴
収されるものにあっては県が発行する証紙を 収されるものにあっては県が発行する証紙を
もってその税金を払い込むこととされている もってその税金を払い込むこととされている
日の翌日から起算して 1 月を経過する日まで 日の翌日から起算して 1 月を経過する日まで
に申請があったとき 総排気量が1 . 5リット に申請があったとき 総排気量が1 . 5リット
ルを超え2 . 0リットル以下の自家用の乗用車 ルを超え2 . 0リットル以下の自家用の乗用車
（三輪の小型自動車に属するものを除く。） （三輪の小型自動車に属するものを除く。）
に課すべき自動車税の種別割の額（法第1 7 7 に課すべき自動車税の額（法第1 5 0条及び条
条の10又は条例附則第16項、第16項の 4 若し 例附則第14項の11の規定の適用を受けるもの
くは第16項の 5 の規定の適用を受けるものに にあっては、当該額）
あっては、当該額）

前号に規定する期日後に申請があったとき 前号に規定する期日後に申請があったとき(２) (２)
当該自動車に係る自動車税の種別割の額と 当該自動車に係る自動車税の額と前号に定

前号に定める額のいずれか少ない額を申請が める額のいずれか少ない額を申請があった日
あった日の属する月の翌月から月割りによっ の属する月の翌月から月割りによって計算し
て計算して得た額 て得た額
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 （自動車税の減免申請書の提出期限） （自動車税の減免申請書の提出期限）
第 7 条の 5 の 7 条例第73条の 2 第 2 項及び第 3 第 7 条の 5 の 6

項の減免申請書は、条例第68条第 1 項の規定に
より申告書を提出することとされている日の翌
日から起算して 1 月を経過する日までに提出し
なければならない。

2 条例第73条の13第 2 項及び第 3 項の申請書は 条例第69条第 2 項及び第 3 項の申請書は、次
、次に掲げる期日までに提出しなければならな に掲げる期日までに提出しなければならない。
い。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

（自動車税の減免申請の際に提示すべき書類） （自動車税の減免申請の際に提示すべき書類）
第 7 条の 6 条例第73条の 2 第 2 項及び第73条の 第 7 条の 6 条例第69条第 2 項の規則で定める書

13第 2 項の規則で定める書類は、身体障害者手 類は、身体障害者手帳（身体障害者手帳の交付
帳（身体障害者手帳の交付を受けないで、戦傷 を受けないで、戦傷病者手帳の交付を受けてい
病者手帳の交付を受けている者にあっては、戦 る者にあっては、戦傷病者手帳とする。）、療
傷病者手帳とする。）、療育手帳又は精神障害 育手帳又は精神障害者保健福祉手帳とする。
者保健福祉手帳とする。

（自動車税の環境性能割に係る更正、決定等に
関する通知の手続）

第 7 条の 6 の 2 知事は、法第1 6 8条第 4 項の規
定により自動車税の環境性能割に係る更正若し
くは決定を通知する場合又は法第1 7 1条第 6 項
の規定により過少申告加算金額若しくは不申告
加算金額の決定を通知する場合若しくは法第17
2 条第 5 項の規定により重加算金額の決定を通
知する場合は、自動車税（環境性能割）更正決
定通知書によらなければならない。

（自動車税の種別割に関する証明書） （自動車税に関する証明書）
第 8 条の 3 自動車税の種別割の納税義務者は、 第 8 条の 3 自動車税の納税義務者は、道路運送

道路運送車両法第97条の 2 に規定する書面又は 車両法（昭和26年法律第1 8 5号）第97条の 2 に
現に自動車税の種別割を滞納していることが天 規定する書面又は現に自動車税を滞納している
災その他やむを得ない事由によるものであるこ ことが天災その他やむを得ない事由によるもの
とを証する書面の交付を申請するときは、自動 であることを証する書面の交付を申請するとき
車税（種別割）納税証明書（継続検査・構造等 は、自動車税納税証明書（継続検査用）交付申
変更検査用）交付申請書を県税事務所の長に提 請書を県税事務所の長に提出しなければならな
出しなければならない。 い。

2 県税事務所の長は、前項の規定による申請書 2 県税事務所の長は、前項の規定による申請書
の提出があったときは、当該自動車に係る自動 の提出があったときは、当該自動車に係る自動
車税の種別割が現に滞納していないとき又はそ 車税が現に滞納していないとき又はその滞納し
の滞納していることが天災その他やむを得ない ていることが天災その他やむを得ない理由によ
理由によるものであると認めるときは、直ちに るものであると認めるときは、直ちに自動車税
自動車税（種別割）納税証明書（継続検査・構 納税証明書を当該申請者に交付しなければなら
造等変更検査用）を当該申請者に交付しなけれ ない。
ばならない。

3 略 3 略

第 9 条から第11条の 2 まで 削除 第 9 条及び第10条 削除

（条例第49条第 4 項の規則で定めるもの）
第11条 条例第49条第 4 項に規定する規則で定め

るものは、道路運送車両法第13条の規定による
登録の申請とする。

（自動車取得税に係る更正、決定等に関する通
知の手続）

第11条の 2 知事は、法第1 2 9条第 4 項の規定に
より自動車取得税に係る更正若しくは決定を通
知する場合又は法第1 3 2条第 6 項の規定により
過少申告加算金若しくは不申告加算金の決定を
通知する場合若しくは法第1 3 3条第 5 項の規定
により重加算金額の決定を通知する場合は、自
動車取得税更正決定通知書によらなければなら
ない。

第11条の 3 ～第11条の 5 略 第11条の 3 ～第11条の 5 略
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 （自動車取得税の減免申請の際に提出すべき書
類）

第11条の 6 第 7 条の 6 の規定は、条例第55条第
2 項の規則で定める書類について準用する。

（自動車取得税の減免限度額）
第11条の 7 条例第55条第 1 項の規則で定める額

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
定める額に相当する額とする。

条例第55条第 1 項第 1 号に掲げる自動車で(１)
あって、身体障害者等の運転又は利用に供す
るために第 7 条の 5 の 4 第 2 項又は第 3 項に
規定する特別の仕様又は構造変更が加えられ
たもの（次号において「構造変更自動車」と
いう。）の取得 2 7 0万円に当該自動車に係
る特別の仕様又は構造変更に要した額を加算
した額に当該自動車に係る自動車取得税の税
率を乗じて得た額
条例第55条第 1 項第 1 号に掲げる自動車で(２)

あって、構造変更自動車以外の自動車の取得
2 7 0万円に当該自動車に係る自動車取得税

の税率を乗じて得た額
条例第55条第 1 項第 2 号に掲げる自動車の(３)

取得 当該自動車に係る自動車取得税の額
条例第55条第 1 項第 3 号又は第 4 号に掲げ(４)

る自動車の取得 当該自動車に係る特別の仕
様又は構造変更に要した額に当該自動車に係
る自動車取得税の税率を乗じて得た額

（自動車取得税の減免申請書の提出期限）
第11条の 8 条例第55条第 2 項及び第 3 項の減免

申請書は、条例第49条第 1 項の規定により自動
車取得税申告書を提出することとされている日
の翌日から起算して 1 月を経過する日までに提
出しなければならない。

第13条 法令、条例又はこの規則により市町村長 第13条 法令、条例又はこの規則により市町村長
、納税義務者、特別徴収義務者等が徴収金を払 、納税義務者、特別徴収義務者等が徴収金を払
い込み、若しくは納付し、又は納入する文書等 い込み、若しくは納付し、又は納入する文書等
及び知事又は県税事務所の長に提出する報告書 及び知事又は県税事務所の長に提出する報告書
、申請書等の書類並びに特別徴収義務者が備え 、申請書等の書類並びに特別徴収義務者が備え
付ける帳簿等で次の各号に掲げるものの様式は 付ける帳簿等で次の各号に掲げるものの様式は
当該各号に定めるところによる。 当該各号に定めるところによる。

～ の 4 略 ～ の 4 略(１) (５) (１) (５)
の 5 ゴルフ場利用税非課税申出書 別記第 の 5 ゴルフ場利用税非課税申出書(５) (５)
5 号の 5 様式
略 略(６) (６)
自動車税（環境性能割）修正申告書 別記(７)

第 7 号様式
の 2 譲渡担保財産に係る徴収猶予申告書(７)
別記第 7 号の 2 様式
の 3 譲渡担保財産に係る自動車税の環境性(７)
能割の還付申請書 別記第 7 号の 3 様式
の 4 性能不良等による自動車税の環境性能(７)
割の還付申請書 別記第 7 号の 4 様式
の 5 身体障害者等に係る自動車税減免申請(７)
書 別記第 7 号の 5 様式
の 6 身体障害者等の利用に供するため構造(７)
変更等を行った自動車等に対する自動車税減
免申請書 別記第 7 号の 6 様式
の 7 所有権留保付自動車の買主の住所等報(７)
告書 別記第 7 号の 7 様式
の 8 商品中古自動車に係る自動車税（種別(７)
割）減免申請書 別記第 7 号の 8 様式
の 9 自動車税（種別割）納税済確認証明書 自動車税納税済確認証明書交付申請書 別(７) (７)
交付申請書 別記第 7 号の 9 様式 記第 7 号様式

の 2 所有権留保付自動車の買主の住所等報(７)
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告書 別記第 7 号の 2 様式
の10 自動車税（種別割）納税証明書（継続 の 3 自動車税納税証明書（継続検査・構造(７) (７)
検査・構造等変更検査用）交付申請書 別記 等変更検査用）交付申請書 別記第 7 号の 3
第 7 号の10様式 様式
・ の 2 略 ・ の 2 略(８) (８) (８) (８)
及び 削除 自動車取得税修正申告書 別記第 9 号様式(９) (10) (９)

の 2 譲渡担保財産に係る徴収猶予申告書(９)
別記第 9 号の 2 様式
譲渡担保財産に係る自動車取得税の還付申(10)

請書 別記第 9 号の 3 様式
の 2 性能不良等による自動車取得税の還付(10)
申請書 別記第 9 号の 4 様式
の 3 身体障害者等の利用に供するため構造(10)
変更等を行った自動車等に対する自動車税・
自動車取得税減免申請書 別記第 9 号の 5 様
式
の 4 身体障害者等に係る自動車税・自動車(10)
取得税減免申請書 別記第 9 号の 6 様式
の 5 商品中古自動車に係る自動車税減免申(10)
請書 別記第10号様式

～ の 8 略 ～ の 8 略(11) (11) (11) (11)

第14条 法令、条例又はこの規則により知事又は 第14条 法令、条例又はこの規則により知事又は
県税事務所の長が納税義務者、特別徴収義務者 県税事務所の長が納税義務者、特別徴収義務者
、第 2 次納税義務者、保証人等に交付する納税 、第 2 次納税義務者、保証人等に交付する納税
通知書、通知書、告知書等の文書及び県が作成 通知書、通知書、告知書等の文書及び県が作成
する用紙、印等で次の各号に掲げるものの様式 する用紙、印等で次の各号に掲げるものの様式
は、当該各号に定めるところによる。 は、当該各号に定めるところによる。

略 略(１) (１)
の 2 自動車税（種別割）口座振替用納税通 の 2 自動車税口座振替用納税通知書 別記(１) (１)
知書 別記第11号の 2 様式 第11号の 2 様式
の 3 ～ 略 の 3 ～ 略(１) (10) (１) (10)
の 2 自動車税（種別割）減額通知書兼過誤 の 2 自動車税減額通知書兼過誤納金還付通(10) (10)
納金還付通知書 別記第20号の 2 様式 知書 別記第20号の 2 様式
の 2 の 2 自動車税（種別割）減額通知書兼 の 2 の 2 自動車税減額通知書兼過誤納金還(10) (10)
過誤納金還付及び充当通知書 別記第20号の 付及び充当通知書 別記第20号の 2 の 2 様式
2 の 2 様式
の 3 ～ 略 の 3 ～ 略(10) (16) (10) (16)
及び 削除 から まで 削除(17) (18) (17) (19)

自動車税（環境性能割）更正決定通知書(19)
別記第29号様式
自動車税（種別割）納税証明書（継続検査 自動車税納税証明書（継続検査・構造等変(20) (20)

・構造等変更検査用） 別記第30号様式 更検査用） 別記第30号様式
の 2 自動車税納税済印 別記第30号の 2 様 の 2 自動車税・自動車取得税納税済印 別(20) (20)
式 記第30号の 2 様式
の 3 軽自動車税（環境性能割）払込通知書(20)

別記第30号の 3 様式
の 4 軽自動車税（環境性能割）賦課徴収状(20)
況報告書 別記第30号の 4 様式
の 5 軽自動車税の環境性能割の徴収取扱費(20)
に関する通知・交付請求書 別記第30号の 5
様式
略 略(21) (21)
削除 自動車取得税更正決定通知書 別記第32号(22) (22)

様式
～ 略 ～ 略(23) (28) (23) (28)

2 略 2 略

附 則 附 則
（条例附則第15項の規則で定めるもの） （条例附則第14項の14の規則で定めるもの）

4 条例附則第15項に規定する規則で定めるもの 4 条例附則第14項の14に規定する規則で定める
は、国土交通大臣が地方バス路線維持のため交 ものは、国土交通大臣が地方バス路線維持のた
付する補助の対象とする路線とする。 め交付する補助の対象とする路線とする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別記第1号の12様式中「別記第1号の12様式」を「別記第1号の12様式（第13条関係）」に、「税につ

いて」を「について」に、「第20条の10第1項」を「第20条の10」に改める。 

  別記第1号の12の2様式中「別記第1号の12の2様式」を「別記第1号の12の2様式（第13条関係）」に、
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「
生年月日 を

」
「

生年月日 年 月 日 に、
」

「 明

を
生年 大
月日 昭

」
平 ・ ・

「

年 月 日 に、
生年
月日

」

「及び地方法人特別税」を「並びに特別法人事業税、地方法人特別税及び軽自動車税の環境性能割」に

改める。 

  別記第1号の13の3様式中「第66条第2項」を「第62条第2項」に改める。 

  別記第2号の4様式及び別記第2号の4の2様式中「伴う還付（充当）金額」を「伴う還付金額」に改め

る。 

  別記第4号の2様式中「第73条の27の3第3項」を「第73条の27の3第1項」に改める。 

  別記第5号の4様式中 

 

 

 

 

  「国民体育大会等」を「国民スポーツ大会等」に改める。 

  別記第5号の5様式中 

 

 

 

 

 

 

「国民体育大会」を「国民スポーツ大会」に、「同予選会」を「同大会の予選会」に改める。 

  別記第7号の3様式中「別記第7号の3様式」を「別記第7号の10様式」に、「自動車税納税証明書交付

申請書（継続検査・構造等変更検査用）」を「自動車税（種別割）納税証明書交付申請書（継続検査・

構造等変更検査用）」に改め、同様式を別記第7号の10様式とする。 

  別記第7号の2様式を削る。 

  別記第7号様式中「別記第7号様式」を「別記第7号の9様式」に、「自動車税納税済確認証明書交付申

請書」を「自動車税（種別割）納税済確認証明書交付申請書」に改め、同様式を別記第7号の9様式とし、

同様式の前に次の8様式を加える。 
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 別記第7号様式（13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表面） 

 

  自動車税（環境性能割）修正申告書 

年  月  日

受

付

印

又

は

納

税

済

印 

  
登録番号（車両番号又は標識番号） 

  

  和歌山県知事  様 
 

   地方税法第 161 条第 2 項及び和歌山県税条例第 68 条第 2 項の規定に基づき修正申告
します。 

 

  

納

税

義

務

者 

住 所 
（所在） 

 納

付

税

額 

修正環境性能割額  A 円
氏 名 

（名称） 
                      印 

納 付 書 番 号

第 号

既に納付の確定した 

環境性能割額    B 
円

生 年 

月 日 
        年  月  日 

電 話 
番 号 

 

所

有

者 

住 所 

（所在） 
 修 正 課 税

標 準 額
円

増 差 税 額 

A － B 
円

氏 名 
（名称） 

 

使

用

者 

住 所 
（所在） 

  

 

備 

 

 

考 

 

 

氏 名 

（名称） 
 

定置場  

申告の原因 

（登録区分） 

新規（新車）・新規（中古車）・移転発生・登録換入・変更の発生 

番号変更 

取得の原因 

及び年月日 

売買・交換・無償贈与・相続・その他（          ） 

    年  月  日 

用 途 区 分 
自 家 用 

営 業 用 
・ 貨 客 兼 用 車 ・ 特 種 用 途 車 

普 通

小 型
・ 観 光 ・ 種

別

軽 自 動 車 

  四 輪 

  三 輪 

用

途

乗 用

貨 物

貨 客 兼 用
乗合・幌付・その他（          ） 

車 名 
  

乗 車 定 員 人（  人）

最 初 の 登 録 年 年 
自 家 用 

営 業 用 

形

状

箱 型 

ト ラ ッ ク 

そ の 他 

車 名 
  

最 大 積 載 量 トン（  トン）

型 式 及 び 年 製  

総 排 気 量 リットル
型 式  原 動 機 の 型 式   

軸 距 
ホ イ ル 

ベ ー ス . 
m 

車 台 番 号   車 台 番 号 
  

原 動 機 型 式   

総 排 気 量 又 は 

定 格 出 力 

リ ッ ト ル

キロワット

車 の 仕 様 
  

形 状   

譲 渡 し た 者 の 

住 所 ・ 氏 名 

  

型 式 認 定 番 号   



    和歌山県報  号外 令和元年 9月 30 日（月曜日） 

－ 11 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

  
注 意 事 項 

  

（1） 自動車を取得した者で、既に申告した自動車税（環境性能割）

申告書の課税標準額又は税額について不足額があるときは、遅滞な

く地方税法及び和歌山県税条例の規定により和歌山県税務課（分室）

にこの申告書を提出すると同時に税金を納付してください。 

 

（2） 記載事項については、明確（楷書）に記入し、用紙は折らない

で、当該自動車の諸元は、普通自動車にあっては太線枠欄の中央線

より左に、軽自動車にあっては右に記入してください。 

 

（3） この申告書の記載事項について調査したところと異なる場合は、

更正され、不足税額のほか各種加算金が課せられます。 

 

（4） 「申告の原因（登録区分）｣、「取得の原因及び年月日｣及び「用

途区分」の各欄は、該当事項を〇で囲んでください。また、「取得の

原因及び年月日」及び「用途区分」の各欄で「その他」に該当する

場合は、（ ）内にその詳細を記入してください。 

 

（5） 特種用途車（8ナンバーの自動車）の場合は、「形状」欄に具体

的（例えば消防車・タンクローリー・放送宣伝車等）に記入してく

ださい。 

 

（6） 「車の仕様」欄には、ドアー数、S．Dの区分別等その他室内設

備の特徴を記入してください。 

 

（7） 偽りの申告その他不正の行為によって税額を免れた等の場合に

は、5 年以下の懲役若しくは 100 万円以下の罰金に処せられ、又は

これを併科されます。 

 

（8） 軽自動車税の環境性能割の修正申告にこの申告書を用いる場合

は、この様式中「自動車税（環境性能割）」とあるのは「軽自動車税

（環境性能割）」と、「地方税法第 161 条第 2 項及び」とあるのは「地

方税法第 455 条第 2項及び同法附則第 29 条の 11並びに」と読み替

えるものとします。 
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 別記第7号の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る徴収猶予申告書 

 

 和歌山県知事 様 
年  月  日 

住 所 

（所在地）

  

氏 名 

（名 称）
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又
は法人番号

      

電話番号   

 地方税法第164条第2項及び和歌山県税条例第71条第2項の規定により、譲渡担保財産に

係る自動車税の環境性能割の徴収猶予を申告します。 

譲渡担保財産

設 定 者 

住 所 
  

氏 名   

譲渡担保財産設定年月日 年  月  日 

譲渡担保財産（当該自動

車）の取得年月日 
年  月  日 

譲 渡 担 保 財 産 

（ 当 該 自 動 車 ） 

の 表 示 

登 録 番 号

  車両番号又は標

識番号 

  

車 名   

型 式  

車 台 番 号   

種 別 普    軽    その他   

課 税 標 準 額 
自動車税（環境性能割） 

申告書記載額 
円   

税 額 
自動車税（環境性能割） 

申告書記載額 
円   

備 考   

注 

 1 この申告書は、自動車税（環境性能割）申告書と共に提出すること。 

 2 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番

号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）

を記載すること。 

  なお、個人番号を記載する場合は、左側を1文字空けて記載すること。 

 3 この申告書には、譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 

  4 この申告書を軽自動車税の環境性能割の徴収猶予申告に用いる場合は、この様式中「地

方税法第164条第2項及び」とあるのは「地方税法第458条第2項及び同法附則第29条の9

第1項並びに」と、「自動車税の環境性能割」とあるのは「軽自動車税の環境性能割」と、

「自動車税（環境性能割）申告書記載額」とあるのは「軽自動車税（環境性能割）申告

書記載額」と読み替えるものとする。 
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 別記第7号の3様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る自動車税の環境性能割の還付申請書 

 

 和歌山県知事 様 
年  月  日 

住 所 

（所在地）

  

氏 名 

（名 称）
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又
は法人番号

      

電話番号   

 地方税法第164条第6項及び和歌山県税条例第71条第6項の規定により、譲渡担保財産に

係る自動車税の環境性能割の還付を申請します。 

譲渡担保財産

設 定 者 

住 所   

氏 名 
  

譲渡担保財産設定年月日       年   月   日 

譲渡担保権者から譲渡担

保財産の設定者に当該自

動車を移転した年月日 

      年   月   日 

譲 渡 担 保 財 産 

（ 当 該 自 動 車 ） 

の 表 示 

登 録 番 号

 車両番号又は標

識番号 

  

車 名   

型 式  

車 台 番 号   

種 別 普     軽     その他   

還付を受けようとす

る徴収金額（既に納

付した金額） 

円 納 付 書 番 号 第 号

納 付 年 月 日       年   月   日 

備 考   

注 

 1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番

号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）

を記載すること。 

  なお、個人番号を記載する場合は、左側を1文字空けて記載すること。 

 2 この申請書には、譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 

 3 この申請書を軽自動車税の環境性能割の還付申請に用いる場合は、この様式中「自動

車税の環境性能割」とあるのは「軽自動車税の環境性能割」と、「地方税法第164条第6

項及び」とあるのは「地方税法第458条第6項及び同法附則第29条の13並びに」と読み替

えるものとする。 



    和歌山県報  号外 令和元年 9月 30 日（月曜日） 

－ 14 － 

 別記第7号の4様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能不良等による自動車税の環境性能割の還付申請書 

 

 和歌山県知事 様 

年  月  日 

住 所 

（所在地）

  

氏 名 

（名 称）
印 

電話番号   

 地方税法第165条及び和歌山県税条例第72条の規定により、性能不良等による自動車税

の環境性能割の還付を申請します。 

取 得 年 月 日 年   月   日 

返 還 年 月 日 年   月   日 

返 還 の 理 由 

 なるべく具体的に記

入してください。 

  

 自動車登録番号、車

両番号又は標識番号 

還付を受けようとする税額 
普通車・軽自動車の別

既 納 付 額 納 付 書 番 号

  円 第      号 普 ・ 軽 

当 該 自 動 車 の 内 容 

車 名   乗 車 定 員 人（   人）

型 式  最 大 積 載 量 トン（  トン）

車 台 番 号   
総 排 気 量 又 は

定 格 出 力

リ ッ ト ル

キロワット

原 動 機 型 式   軸距
 ホイル

ベース

・ 

m 

形 状   

軽 自 動 車 の 四

輪 、三 輪 の 別 及

び 型 式 認 定 番 号

  

注 

1 返還を証明するに足る書類を添付すること。 

2 この申請書を軽自動車税の環境性能割の還付申請に用いる場合は、この様式中「自動

車税の環境性能割」とあるのは「軽自動車税の環境性能割」と、「地方税法第165条及び」

とあるのは「地方税法第459条及び同法附則第29条の13並びに」と読み替えるものとする。
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 別記第7号の5様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 （表面） 

身体障害者等に係る自動車税減免申請書 

年  月  日 

        和歌山県知事 様 

        県税事務所長 様 

 住 所 
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ                      

    氏 名                印    

（連絡先電話            ）     

 和歌山県税条例 
第73条の2第2項

第73条の13第2項
の規定により次のとおり申請します。 

 
減免を受けよう

と す る 税 目 

年度 種 別 割 普通徴収 ・ 証紙徴収 

年度 環境性能割   

申

請

対

象

自

動

車 

登 録 番 号               
            

車台番号   

所 有 者 住 所   氏 名   

使 用 者 住 所   氏 名   

定 置 場   

登
録
車
両

新 車

中古車

  登録（予定）年月日
種別・用途 

排 気 量 
  

  年  月  日

使 用 目 的  ※自動車は自家用であること

身

体 
 

障 
 

害 
 

者 
 

等

住 所   

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏 名 
 

 

生年月日 

 

手帳の種類
  
                       有効期限 

番 号  

交付年月日                    （再交付   年  月  日） 

障害の名称
及 び 等 級 
 
再認定年月日 

（障害の名称）             （等級）   （再認定年月日） 

 

 
                    級     年  月  日

運

転

者 

住 所  

氏 名 
 

 

生年月日 

 

身体障害者
等との関係 

  職  業  

運転免許証 第     号
交付年月日   

種 類   
有効年月日   

運転免許証
の付帯条件 

  構造変更 有・無 

 
還付先 

口 座 

 

銀行 

金庫 

組合 

本店

支店

支所

預 金 種 類 普通（総合）・当座 

 口 座 番 号        

 口座名義人（カナ）  

 

裏面の注意事項をお読みください。 
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（裏面） 
注 意  

1 身体障害者等と生計を一にする者又は身体障害者等のみで構成される世帯の身体障害者等を

常時介護する者によって運転される場合は、福祉事務所、町村、振興局、戦傷病者の援護事務

を処理する機関（県援護事務主管部課）又は保健所の長が発行する当該事実を証明する書類を

添付してください。 

2 この申請書を提出する際は、運転免許証及び身体障害者にあっては身体障害者手帳、戦傷病

者にあっては戦傷病者手帳、知的障害者にあっては療育手帳、精神障害者にあっては精神障害

者保健福祉手帳を提示してください。 

3 申請対象自動車について身体障害者等が利用するための構造変更がある場合、構造変更に要

した費用及び変更内容が分かる書面等を添付してください。 

4 還付先口座は、還付金が発生した場合に使用します。あなた名義の口座を記入してくださ

い。 

5 この申請書を軽自動車税の環境性能割の減免申請に用いる場合は、この様式中「自動車税」
  

「
  

 とあるのは「軽自動車税（環境性能割）」と、 和歌山県税条例
第73条の2第2項

第73条の13第2項 」
と

   

 あるのは「地方税法第461条及び同法附則第29条の10第1項並びに和歌山県税条例第73条の2第2

 項」と読み替えるものとする。 
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 別記第7号の6様式（第13条関係） 

 

 
（表面） 

  
身体障害者等の利用に供するため構造変更等を

行った自動車等に対する自動車税減免申請書 

  

  年  月  日 

 

        和歌山県知事 様 

        県税事務所長 様 

住 所 

氏 名                印 

（連絡先電話番号          ）  

 和歌山県税条例 
第73条の2第3項

第73条の13第3項
の規定により次のとおり申請します。 

 

減免を受けよ

うとする税額 

年度 種 別 割
普通徴収分           円 

証紙徴収分           円 

年度 環 境 性 能 割
課税標準額           円 

税 額           円 

申

請

対

象

自

動

車 

登録番号   車台番号   

車名及び型式   

所 有 者 
住 所   

氏 名   

使 用 者 
住 所   

氏 名   

定 置 場   取得年月日 ・ ・ ・ 種別・用途   

使 用 目 的   

還付先

口 座 

 

銀行     本店

金庫     支店

組合     支所

預 金 種 目 普通（総合）・当座 

口 座 番 号            

口座名義人（カナ）   

備

考 

  

 

 

 

 

添付書類 1 当該自動車に係る売買（リース）契約書の写し 
2 特別の仕様により製造又は構造変更が加えられたことを証する書類及び当該変更等
に要した費用を証する書類 
3 当該自動車の使用目的が分かる書類（施設等の取得の場合） 
4 当該自動車を利用する身体障害者等との関係を証明する書類（住民票、健康保
険証等）（個人取得の場合（個人が事業の用に供する場合を除く。）） 
5 車検証の写し（登録済の場合のみ） 

 

裏面の注意事項をお読みください。 
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（裏面） 
注 意 

1 個人取得の場合（個人が事業の用に供する場合を除く。）には、当該自動車を利用する身体

障害者等が取得されている身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉

手帳の提示が必要となります。 

2 還付先口座は、還付金が発生した場合に使用します。あなた名義の口座を記入してくださ

い。 

3 この申請書を軽自動車税の環境性能割の減免申請に用いる場合は、この様式中「自動車税」
  

「
  

 とあるのは「軽自動車税（環境性能割）」と、 和歌山県税条例
第73条の2第3項

第73条の13第3項 」
と

   

 あるのは「地方税法第461条及び同法附則第29条の10第1項並びに和歌山県税条例第73条の2第3

 項」と読み替えるものとする。 
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 別記第7号の8様式（第13条関係） 

 

 
 

商品中古自動車に係る自動車税（種別割）減免申請書     （コード番号 － ） 

  受 付 

              県税事務所長  様 
年  月  日 

申 請 者 住 所                     

（納税義務者）（所在地）                     

 下記の自動車について和歌山県税条例第73条の12の

規定により、     年度の自動車税の種別割（納期

限    年  月  日）の減免を申請します。 

 なお、当該申請自動車が商品中古自動車であること

は、下記に一般財団法人日本自動車査定協会和歌山県支

所が証するとおりです。 

氏 名                     

（名 称）                    印

代表者名                     

電 話（  ）  －     担当者名     

古物商許可番号   第    号

No. 自動車登録番号 
所 有

年月日
車台番号展示場

※ 調査 ※4月・5月中の売却等 

年税額 ※減免額
月 日 現 ・ 帳 売却等の事由 

事由発

生月日 

 和 

和歌山 

   カナ        
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山 

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山 

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・ 

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山 

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 和 

和歌山

            
・ ・

    
・ 現 帳

抹 消 ・ 転 出 

その他（  ） 
・ 

    

 ※印欄は、記載しないこと。 

  上記の自動車は、商品中古自動車確認証明業務実施要領に定める商品中古自動車であることを証明する。 

年  月  日 

住 所 和歌山市湊 1106 番地 

支 所 名 一般財団法人 日本自動車査定協会 和歌山県支所

代表者名                       印 
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  別記第9号様式を次のように改める。 

 別記第9号様式 削除 

  別記第9号の2様式から別記第9号の6様式までを削る。 

  別記第10号様式を次のように改める。 

 別記第10号様式 削除 

  別記第11号様式（その2）を次のように改める。 
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「別記第16号の15様式（第14条関係）」を に、
「別記第16号の15様式（第14条関係）

（表面） 」

  別記第11号様式（その4）中「自動車税」を「自動車税（種別割）」に改める。 

  別記第11号様式（その5）及び（その6）中「提起できる」を「提起することができる」に、「ミレ信

用組合、和歌山県医師信用組合、なぎさ信用漁業協同組合連合会（和歌山県内の店舗に限る。）」を

「なぎさ信用漁業協同組合連合会（和歌山県内の店舗に限る。）、ミレ信用組合、和歌山県医師信用組

合」に、「郵便局、ゆうちょ銀行」を「ゆうちょ銀行、郵便局」に、「伊都、日高、東牟婁振興局総務

県民課」を「伊都・日高・東牟婁の各振興局総務県民課」に改める。 

  別記第11号の2様式中「自動車税納税通知（口座振替分）」を「自動車税（種別割）納税通知（口座

振替分）」に、「自動車税納税通知書」を「自動車税（種別割）納税通知書」に、「第145条及び」を

「第146条並びに」に、「、第61条」を「及び第73条の5」に、「提起できる」を「提起することができ

る」に改める。 

  別記第11号の3様式（その2）中「自動車税」を「自動車税（種別割）」に改める。 

  別記第16号様式中「提起できる」を「提起することができる」に、「第3条の2第3項後段」を「第13

条の2第3項後段」に改める。 

  別記第16号の15様式中 

 

 

「及び道路交通事業財団」を「、道路交通事業財団及び観光施設財団」に、「提起できる」を「提起す

ることができる」に改め、同様式裏面を次のように改める。 
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（裏面） 

担保の提供手続 

1 担保の種類欄の 1 又は 2 に掲げる担保のうち振替株式等（社債、株式等の振替に関

する法律（平成 13年法律第 75号）第 2条第 1 項第 12号から第 21 号までに掲げる社

債等で同条第 2 項に規定する振替機関が取り扱うものをいう。2 において同じ。）以

外のもの（社債、株式等の振替に関する法律第 278 条第 1 項に規定する振替債にあっ

ては、振替国債（その権利の帰属が社債、株式等の振替に関する法律の規定による振

替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる国債をいう。））を提供しようと

する者は、これを供託してその供託書の正本を提出しなければならない。ただし、登

録国債については、その登録を受け、登録済通知書を提出しなければならない。 

2 担保の種類欄の 2 に掲げる担保のうち振替株式等を提供しようとする者は、振替株

式等の種類に応じ、当該振替株式等について、社債、株式等の振替に関する法律に規

定する振替口座簿の知事の口座の質権欄に増加又は増額の記載又は記録をするため

の振替の申請をしなければならない。 

3 担保の種類欄の 3 から 5 までに掲げる担保を提供しようとする者は、抵当権を設定

するために必要な文書を提出しなければならない。 

4 担保の種類欄の 6 に掲げる担保を提供しようとする者は、保証人の保証を証する文

書を提出しなければならない。 
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「別記第16号の16様式（第14条関係）」を に、
「別記第16号の16様式（第14条関係）

（表面） 」

「別記第16号の19様式（第14条関係）」を に、
「別記第16号の19様式（第14条関係）

（表面） 」

  別記第16号の16様式中 

 
 

「及び道路交通事業財団」を「、道路交通事業財団及び観光施設財団」に、「提起できる」を「提起す

ることができる」に改める。 

  別記第16号の19様式中 

 
 

「及び道路交通事業財団」を「、道路交通事業財団及び観光施設財団」に、「提起できる」を「提起す

ることができる」に、「第16条の3第1項各号の」を「第16条の3第1項各号に掲げる」に改め、同様式裏

面を次のように改める。 

 

 



    和歌山県報  号外 令和元年 9月 30 日（月曜日） 

－ 26 － 

 

 

 

（裏面） 

担保の提供手続 

1 担保の種類欄の 1又は 2に掲げる担保のうち振替株式等（社債、株式等の振替に関

する法律（平成 13年法律第 75号）第 2条第 1項第 12号から第 21 号までに掲げる社

債等で同条第 2 項に規定する振替機関が取り扱うものをいう。2 において同じ。）以

外のもの（社債、株式等の振替に関する法律第 278 条第 1項に規定する振替債にあっ

ては、振替国債（その権利の帰属が社債、株式等の振替に関する法律の規定による振

替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる国債をいう。））を提供しようと

する者は、これを供託してその供託書の正本を提出しなければならない。ただし、登

録国債については、その登録を受け、登録済通知書を提出しなければならない。 

2 担保の種類欄の 2に掲げる担保のうち振替株式等を提供しようとする者は、振替株

式等の種類に応じ、当該振替株式等について、社債、株式等の振替に関する法律に規

定する振替口座簿の知事の口座の質権欄に増加又は増額の記載又は記録をするため

の振替の申請をしなければならない。 

3 担保の種類欄の 3から 5までに掲げる担保を提供しようとする者は、抵当権を設定

するために必要な文書を提出しなければならない。 

4 担保の種類欄の 6に掲げる担保を提供しようとする者は、保証人の保証を証する文

書を提出しなければならない。 

5 担保の種類欄の 7に掲げる担保を提供しようとする者は、これを供託してその供託

書の正本を提出しなければならない。 
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別記第20号様式（その 3 ）中「別記第20号様式（その 3 ）」を に、
「別記第20号様式（第14条関係）

（その 3 ） 」

「 「

を に、自 動 車 税 自動車税（種別割）
」 」

 別記第16号の26様式（その2）中「提起できる」を「提起することができる」に改め、「第40項並び

に」を削る。 

  別記第17号様式及び別記第18号の2様式中「地方法人特別税」を「特別法人事業税」に、「提起でき

る」を「提起することができる」に改める。 

 

 

「自動車税減額通知書」を「自動車税（種別割）減額通知書」に、 

 

 

 

「自動車税が」を「自動車税の種別割が」に、「提起できる」を「提起することができる」に改める。 

  別記第20号の2様式表面中「自動車税減額通知書兼過誤納金還付通知書」を「自動車税（種別割）減

額通知書兼過誤納金還付通知書」に改め、同様式裏面中「自動車税」を「自動車税の種別割」に、「提

起できる」を「提起することができる」に改める。 

  別記第20号の2の2様式中「自動車税減額通知書兼過誤納金還付及び充当通知書」を「自動車税（種別

割）減額通知書兼過誤納金還付及び充当通知書」に、「提起できる」を「提起することができる」に改

める。 

  別記第26号様式中「国民体育大会等」を「国民スポーツ大会等」に改める。 

  別記第27号様式から別記第29号様式までを次のように改める。 

別記第27号様式及び別記第28号様式 削除 
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 別記第29号様式（第14条関係） 

 

 

 

自動車税（環境性能割）更正（決定）通知書 

備考 この通知書を軽自動車税の環境性能割の更正（決定）通知に用いる場合は、この様式中
「自動車税（環境性能割）」とあるのは「軽自動車税（環境性能割）」と、「自動車税の環
境性能割」とあるのは「軽自動車税の環境性能割」として、同様式を使用する。 

年 度 別 年度
自 動 車 登 録 番 号
車両番号又は標識番号

  

住 所   

氏 名   

 上記の自動車の取得に係る自動車税の環境性能割について、次のとおり更正（決定）しま
したので通知します。納付すべき金額を別添の納付書により指定納期限までに県の指定金融
機関等の納付場所で納付してください。 

課 税 
標 準 額 

既申告による 
金額 

円

当

該

自

動

車

の

内

容 

車 名
  

更正（決定）に 
よる金額 

円 型 式
  

税 額 

既申告による 
金額 

円 車 台 番 号
  

更正（決定）に 
よる金額 

円 原 動 機 型 式
  

差 引 不 足 金 額

○A  
円 形 状

  

過 少 申 告 加 算 金 ○B  円 乗 車 定 員 人（ 人）

不 申 告 加 算 金 ○C  円 最 大 積 載 量 トン（ トン）

重 加 算 金 ○D  円
総排気量又は
定 格 出 力

リットル
キロワット

合 計 

○A +○B +○C +○D  円

  

更正（決定）の理由   

指定納期限    年    月    日限り 

 不足税額については、法定納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.
6％（指定納期限までの期間又は当該納期限の翌日から1月を経過する日までの期間は、年7.
3％）の割合（注）を乗じて計算した金額の延滞金を加算して納付してください。この場合
における年当たりの割合は、閏年を含む期間についても、365日当たりの割合です。 
（注）平成12年1月1日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年
中においては、年7.3％の割合にあっては、その年の前年の11月30日を経過する時におけ
る日本銀行法第15条第1項第1号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年4％の
割合を加算した割合となります。平成26年1月1日以後の期間については、当該期間の属す
る各年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の割合
を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年7.3％の割合に満たない場合には、
その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6％の割合にあって
は当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合と、年
7.3％の割合にあっては当該特例基準割合に年1％の割合を加算した割合（当該加算した割
合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合）となります。 

 
      年  月  日 

和歌山県知事          □印

お 知 ら せ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌日か
ら起算して3か月以内に知事に審査請求をすることができます。この処分の取
消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から
起算して6か月以内に県を被告として（知事が被告の代表者となります。）提
起することができることとされています。 
 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけ
れば提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日か
ら3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行に
より生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経
ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴
えを提起することができます。 
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 別記第30号様式（その1）中「自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」を「自動車税

（種別割）納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」に改め、同様式（その2）中「自動車税納税

証明書（継続検査・構造等変更検査用）」を「自動車税（種別割）納税証明書（継続検査・構造等変更

検査用）」に、「自動車税に」を「自動車税（種別割）に」に改め、同様式（その3）中「自動車税納

税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」を「自動車税（種別割）納税証明書（継続検査・構造等変

更検査用）」に、「自動車税に」を「自動車税（種別割）に」に、「自動車税の」を「自動車税の種別

割の」に改め、同様式（その4）中「自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」を「自動

車税（種別割）納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」に、「自動車税は」を「自動車税（種別

割）は」に改める。 

  別記第30号の2様式を次のように改める。 
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 別記第30号の2様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 

  （1） 直径2.2センチメートルとする。 

  （2） 中央の欄は日付とする。 

  （3） 軽自動車税の環境性能割額に相当する現金の納付を受けた場合は、この様式

中「自動車税」とあるのは「軽自動車税（環境性能割）」として、同様式を使用

する。 
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  別記第30号の2様式の次に次の3様式を加える。 
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 別記第30号の3様式（第14条関係） 

 

 

 

軽自動車税（環境性能割）払込通知書 

 

年  月  日  

         様 

和歌山県知事     印 

 地方税法附則第 29 条の 12 第 2 項の規定により、下記のとおり軽自動車税の環境性能割に係

る徴収金として納付された額を払い込みますので、通知します。 

記 

年度  月分 払込額                       円 

払込額の内訳 

現

年

課

税

分

税 額  

延 滞 金  

過 少 申 告 加 算 金  

不 申 告 加 算 金  

重 加 算 金  

計  

滞

納

繰

越

分

税 額  

延 滞 金  

過 少 申 告 加 算 金  

不 申 告 加 算 金  

重 加 算 金  

計  

備 考 
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    和歌山県報  号外 令和元年 9月 30 日（月曜日） 

－ 34 － 

 別記第30号の5様式（第14条関係） 

 

 

 

軽自動車税の環境性能割の徴収取扱費に関する通知・交付請求書 

年  月  日  

         様 

和歌山県知事     印 

 地方税法施行令附則第 15 条の 2の 4第 3項の規定により、軽自動車税の環境性能割の徴収取

扱費について、下記のとおり通知・請求します。 

記 

請求金額 金          円 

計 算 期 間 年度分 

地 方 税 法 附 則

第 2 9 条 の 1 6

に よ る 区 分

金 額
地 方 税法施 行 令で

定 め る 率
交 付を 受け る 金額

払 込 額 円 5/100 円

過 誤 納 金 の

還付 （ 充当） 金額
円

 

円

還 付 加 算 金 額 円

 

円

計 

 

円
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「別記第34号様式（第14条関係）」を に、
「別記第34号様式（第14条関係）

（表面） 」

改 正 後 改 正 前

和歌山県自動車税証紙等規則 和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙等
規則

（趣旨） （趣旨）
第 1 条 この規則は、和歌山県税条例（昭和25年 第 1 条 この規則は、和歌山県税条例（昭和25年

和歌山県条例第37号）第68条及び第73条の 8 並 和歌山県条例第37号）第49条及び第63条の 2 の
びに地方税法（昭和25年法律第2 2 6号）附則第 規定に基づき、自動車税及び自動車取得税の徴
29条の12の規定に基づき、自動車税の環境性能 収のために県が発行する和歌山県自動車税及び
割及び種別割並びに軽自動車税の環境性能割の 自動車取得税証紙（以下「証紙」という。）及
徴収のために県が発行する和歌山県自動車税証 び証紙代金収納計器（以下「計器」という。）
紙及び軽自動車税（環境性能割）証紙（以下単 の取扱等に関し必要な事項を定めるものとする
に「証紙」という。）及び証紙代金収納計器（ 。
以下「計器」という。）の取扱等に関し必要な
事項を定めるものとする。

（領収証書の不発行） （領収証書の不発行）
第 4 条 証紙又は証紙印の押印を受けることによ 第 4 条 証紙又は証紙印の押印を受けることによ

り自動車税の環境性能割及び種別割並びに軽自 り自動車税及び自動車取得税を徴収したときは
動車税の環境性能割を徴収したときは、領収証 、領収証書は、発行しない。
書は、発行しない。

（証紙等取扱手数料） （証紙等取扱手数料）
第 6 条 知事は、売りさばき人に対し、売りさば 第 6 条 知事は、売りさばき人に対し、売りさば

き人が当該年度中において買い受けた証紙の券 き人が当該年度中において買い受けた証紙の券
面金額及び押印した証紙印（誤表示によるもの 面金額及び押印した証紙印（誤表示によるもの
を除く。）の押印金額の合計額を次の表の左欄 を除く。）の押印金額の合計額を次の表の左欄
に掲げる金額の区分によって区分し、当該区分 に掲げる金額の区分によって区分し、当該区分
に応ずる同表の右欄に掲げる率を順次適用して に応ずる同表の右欄に掲げる率を順次適用して
計算した金額の合計額に1 0 0分の1 1 0を乗じて 計算した金額の合計額に1 0 0分の1 0 8を乗じて
得た額（ 1 円未満の端数があるときは、これを 得た額（ 1 円未満の端数があるときは、これを
切り捨てた額）の証紙等取扱手数料を支払うも 切り捨てた額）の証紙等取扱手数料を支払うも
のとする。 のとする。

略 略

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

  別記第32号様式を次のように改める。 

別記第32号様式 削除 

  別記第34号様式中 

 
 

「及び道路交通事業財団」を「、道路交通事業財団及び観光施設財団」に、「提起できる」を「提起す

ることができる」に改める。 

  別記第37号様式中「第37号様式」を「別記第37号様式（第15条関係）」に改める。 

  別記第38号様式中「第38号様式」を「別記第38号様式（第15条関係）」に改める。 

  別記第39号様式中「第39号様式」を「別記第39号様式（第15条関係）」に改める。 

 （納税貯蓄組合法施行規則の一部改正） 

第2条 納税貯蓄組合法施行規則（昭和38年和歌山県規則第58号）の一部を次のように改正する。 

  別記第3号様式中「自動車税」を「自動車税（種別割）」に改める。 

 （和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙等規則の一部改正） 

第3条 和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙等規則（昭和45年和歌山県規則第23号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別記第1及び別記第2を次のように改める。 
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 別記第1（第2条関係） 

 

 

 

 

 1 形式 

 

印面寸法 縦 2.25 センチメートル 

     横 3.3 センチメートル 

  注 意匠は各紙共通とし、金額は証紙の種類に応じて変えるものとする。 

 2 種類及び刷色 

    10 円    青          500 円    紫 

    30 円    青 緑       1,000 円    暗 青 

    50 円    赤 紫       3,000 円    茶 

    100 円    緑         5,000 円    赤 

    300 円    明るい茶      10,000 円    暗 紫 
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 別記第2（第2条関係） 

 

 

 

 1 形式 

  

 2 印面寸法 縦 2.3センチメートル 

        横 6.6センチメートル 
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別記第 3 号様式中 を に改める。
「1 0 8 「1 1 0

1 0 0」 1 0 0」

  別記第1号様式中「自動車税及び自動車取得税証紙等売りさばき人」を「自動車税証紙及び軽自動車

税（環境性能割）証紙等売りさばき人」に、「和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙規則」を「和歌

山県自動車税証紙等規則」に改める。 

 
 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、令和元年10月1日から施行する。ただし、次に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める

日から施行する。 

（1）第1条中和歌山県税規則第7条の2、第7条の3及び第7条の5の2並びに同規則別記第5号の4様式（「国

民体育大会等」を「国民スポーツ大会等」に改める部分に限る。）、別記第5号の5様式（「国民体育

大会」を「国民スポーツ大会」に改める部分に限る。）及び別記第26号様式の改正規定 令和5年1月1

日 

（2）第1条中和歌山県税規則別記第2号の4様式及び別記第2号の4の2様式の改正規定 令和6年1月1日 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

2 この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前の自動車の取得に対して課する自動車取得税につ

いては、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

3 第1条の規定による改正後の和歌山県税規則（以下「新規則」という。）の規定中自動車税の環境性能

割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割について適用

する。 

4 第3条の規定による改正後の和歌山県自動車税証紙等規則（附則第8項及び第10項において「新証紙等

規則」という。）の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対

して課する自動車税の環境性能割について適用する。 

5 新規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義務が発生した

者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和元年

度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

6 令和元年度以前の年度分の地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第1条第

5号の4に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する自動車税を課されたこ

とがある自動車についての新規則第8条の3第1項及び第2項の規定の適用については、同条第1項中「自動

車税の種別割を」とあるのは「令和元年度以前の年度分の旧自動車税（地方税法等の一部を改正する等

の法律（平成28年法律第13号）附則第1条第5号の4に掲げる規定による改正前の法に規定する自動車税を

いう。次項において同じ。）又は自動車税の種別割を」と、同条第2項中「自動車税の種別割」とあるの

は「令和元年度以前の年度分の旧自動車税又は自動車税の種別割」とする。 

7 第2条の規定による改正後の納税貯蓄組合法施行規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和

元年度分の施行日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の

自動車税の種別割について適用し、令和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車

税については、なお従前の例による。 

8 新証紙等規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義務が発

生した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令

和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

 （地方法人特別税に関する経過措置） 

9 新規則別記第17号様式及び別記第18号の2様式は、施行日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税

と併せて賦課され、又は申告される特別法人事業税について適用し、施行日前に開始した事業年度に係
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改 正 後 改 正 前

（会計課等の出納員の会計事務） （会計課等の出納員の会計事務）
第 9 条 略 第 9 条 略
2 略 2 略
3 税務課の出納員は、委任事務及び次に掲げる 3 税務課の出納員は、委任事務及び次に掲げる
事務をつかさどる。 事務をつかさどる。

和歌山県自動車税証紙等規則（昭和45年和 和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙等(１) (１)
歌山県規則第23号）第 1 条に定める証紙及び 規則（昭和45年和歌山県規則第23号）第 1 条
同規則第 5 条第 3 項に定める計器始動標札の に定める証紙及び同規則第 5 条第 3 項に定め
出納並びに保管に関すること。 る計器始動標札の出納並びに保管に関するこ

と。
略 略(２) (２)

4 略 4 略

る法人の事業税と併せて賦課され、又は申告される地方法人特別税については、なお従前の例による。 

 （和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙等規則の一部改正に伴う経過措置） 

10 この規則の施行の際現に存する第3条の規定による改正前の和歌山県自動車税及び自動車取得税証紙

等規則第5条第2項の規定による指定は、新証紙等規則第5条第2項の規定による指定とみなす。 

 （従前の様式による用紙） 

11 この規則による改正前の規則に定める様式による用紙は、当分の間、修正して使用することができる。 

 

和歌山県規則第44号 

 和歌山県会計職員に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県会計職員に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山県会計職員に関する規則（昭和39年和歌山県規則第27号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   附 則 

 この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

 

和歌山県規則第45号 

 和歌山県財務規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県財務規則の一部を改正する規則 

 和歌山県財務規則（昭和63年和歌山県規則第28号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（収納の手続） （収納の手続）
第28条 指定金融機関等、出納員又は収納員は、 第28条 指定金融機関等、出納員又は収納員は、

歳入金を収納したときは、領収証書を納入者に 歳入金を収納したときは、領収証書を納入者に
交付するとともに、収納済みの旨を出納機関に 交付するとともに、収納済みの旨を出納機関に
通知し、又は報告しなければならない。ただし 通知し、又は報告しなければならない。ただし
、次の各号に掲げる歳入金については、領収証 、次の各号に掲げる歳入金については、領収証
書の交付を要しない。 書の交付を要しない。

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
指定金融機関等の取り扱う電子情報処理組 指定金融機関等の取り扱う電子情報処理組(４) (４)

織を使用して、電磁的方法（電子的方法、磁 織を使用して、電磁的方法（電子的方法、磁
気的方法その他人の知覚によって認識するこ 気的方法その他人の知覚によって認識するこ
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とができない方法をいう。以下同じ。）によ とができない方法をいう。以下同じ。）によ
り記載すべき事項を記録した納付書に基づき り記載すべき事項を記録した納付書に基づき
納付される個人の事業税、不動産取得税、自 納付される個人の事業税、不動産取得税、自
動車税の種別割及び鉱区税の徴収金 動車税及び鉱区税の徴収金

第29条の 3 第 1 項の規定により納付される 第29条の 3 第 1 項の規定により納付される(５) (５)
自動車税の種別割の徴収金及び地方税法第37 自動車税の徴収金及び地方税法第37条の 2 第
条の 2 第 1 項第 1 号の寄附金又は法人税法（ 1 項第 1 号の寄附金又は法人税法（昭和40年
昭和40年法律第34号）第37条第 3 項第 1 号の 法律第34号）第37条第 3 項第 1 号の寄附金の
寄附金のうち、ふるさと和歌山応援基金条例 うち、ふるさと和歌山応援基金条例（平成20
（平成20年和歌山県条例第42号）第 1 条に規 年和歌山県条例第42号）第 1 条に規定する目
定する目的に賛同し寄附されるもの 的に賛同し寄附されるもの

和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第 和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第(６) (６)
37号）第68条第 4 項の規定により納付される 37号）第49条第 4 項の規定により納付される
自動車税の環境性能割の徴収金 自動車取得税の徴収金

和歌山県税条例第73条の 8 の 2 の規定によ 和歌山県税条例第63条の 3 の規定による徴(７) (７)
る徴収の方法により納付される自動車税の種 収の方法により納付される自動車税の徴収金
別割の徴収金
～ 略 ～ 略(８) (15) (８) (15)

2 ～ 6 略 2 ～ 6 略

（マルチペイメントネットワークを利用した歳 （マルチペイメントネットワークを利用した歳
入金の収納等） 入金の収納等）

第29条の 2 指定金融機関等は、マルチペイメン 第29条の 2 指定金融機関等は、マルチペイメン
トネットワーク（金融機関と収納機関とをネッ トネットワーク（金融機関と収納機関とをネッ
トワークで結ぶことにより、金融機関が提供す トワークで結ぶことにより、金融機関が提供す
る手段を利用して歳入金を収納することができ る手段を利用して歳入金を収納することができ
、かつ、その結果が即時に電磁的記録（電磁的 、かつ、その結果が即時に電磁的記録（電磁的
方法で作られた記録をいう。）により収納機関 方法で作られた記録をいう。）により収納機関
に通知される決済基盤をいう。）を利用して、 に通知される決済基盤をいう。）を利用して、
個人の事業税、不動産取得税、自動車税及び鉱 個人の事業税、不動産取得税、自動車取得税、
区税の徴収金並びに自動車保管場所申請手数料 自動車税及び鉱区税の徴収金並びに自動車保管
及び自動車保管場所標章交付手数料を収納する 場所申請手数料及び自動車保管場所標章交付手
ことができる。 数料を収納することができる。

2 歳入徴収者は、納税者が次の各号に掲げる徴 2 歳入徴収者は、納税者が次の各号に掲げる徴
収金又は手数料を納付しようとするときは、前 収金又は手数料を納付しようとするときは、前
項のマルチペイメントネットワークを利用して 項のマルチペイメントネットワークを利用して
納付させるものとする。 納付させるものとする。

指定金融機関等の取り扱う電子情報処理組 指定金融機関等の取り扱う電子情報処理組(１) (１)
織を使用して、電磁的方法により記載すべき 織を使用して、電磁的方法により記載すべき
事項を記録した納付書に基づき納付する個人 事項を記録した納付書に基づき納付する個人
の事業税、不動産取得税、自動車税の種別割 の事業税、不動産取得税、自動車税及び鉱区
及び鉱区税の徴収金 税の徴収金

和歌山県税条例第68条第 4 項の規定により 和歌山県税条例第49条第 4 項の規定により(２) (２)
納付する自動車税の環境性能割の徴収金 納付する自動車取得税の徴収金

和歌山県税条例第73条の 8 の 2 の規定によ 和歌山県税条例第63条の 3 の規定による徴(３) (３)
る徴収の方法により納付する自動車税の種別 収の方法により納付する自動車税の徴収金
割の徴収金

略 略(４) (４)

（契約保証金の納付の免除） （契約保証金の納付の免除）
第93条 契約保証金は、次の各号に掲げる場合に 第93条 契約保証金は、次の各号に掲げる場合に

おいては、その全部又は一部の納付を免除する おいては、その全部又は一部の納付を免除する
ことができる。 ことができる。

～ 略 ～ 略(１) (６) (１) (６)
入札参加資格登録制度に基づく令第1 6 7条 入札参加資格登録制度に基づく令第1 6 7条(７) (７)

の 5又は令第1 6 7条の11に規定する資格を有 の 5又は令第1 6 7条の11に規定する資格を有
する者による競争入札により予定価格に1 1 0 する者による競争入札により予定価格に1 0 8
分の1 0 0を乗じて得た金額が5 0 0万円未満で 分の1 0 0を乗じて得た金額が5 0 0万円未満で
ある建設工事の請負契約を締結する場合にお ある建設工事の請負契約を締結する場合にお
いて、契約の相手方が契約を履行しないこと いて、契約の相手方が契約を履行しないこと
となるおそれがないとき。 となるおそれがないとき。

略 略(８) (８)

（整理区分） （整理区分）
第1 1 4条 歳入歳出外現金は、次の各号に掲げる 第1 1 4条 歳入歳出外現金は、次の各号に掲げる

区分により整理するものとし、その整理の基準 区分により整理するものとし、その整理の基準
は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

保管金 源泉徴収に係る所得税、社会保険 保管金 源泉徴収に係る所得税、社会保険(１) (１)
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料、県民税及び市町村民税、差押物件の公売 料、県民税及び市町村民税、差押物件の公売
代金、特別法人事業税、地方法人特別税、軽 代金、地方法人特別税、他の地方公共団体の
自動車税の環境性能割、他の地方公共団体の 徴収金、交付要求配当金、代位受領金、放置
徴収金、交付要求配当金、代位受領金、放置 違反金相当金（道路交通法の規定により仮に
違反金相当金（道路交通法の規定により仮に 納付された放置違反金に相当する金額の納付
納付された放置違反金に相当する金額の納付 金をいう。以下同じ。）、災害見舞金その他
金をいう。以下同じ。）、災害見舞金その他 の保管金
の保管金
・ 略 ・ 略(２) (３) (２) (３)

（受入れの方法） （受入れの方法）
第1 1 7条 略 第1 1 7条 略
2 前項の場合において、特別法人事業税、地方 2 前項の場合において、地方法人特別税及び放
法人特別税及び放置違反金相当金の受入れに係 置違反金相当金の受入れに係る受入額報告書の
る受入額報告書の作成及び送付については第45 作成及び送付については第45条の規定による収
条の規定による収入済額報告書の作成及び送付 入済額報告書の作成及び送付の例によるものと
の例によるものとし、受払月計表の作成及び提 し、受払月計表の作成及び提出については第46
出については第46条の規定による歳入月計表の 条の規定による歳入月計表の作成及び提出の例
作成及び提出の例によるものとする。 によるものとする。

3 略 3 略

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

2 この規則の施行の日（次項及び附則第4項において「施行日」という。）前の自動車の取得に対して課

する自動車取得税については、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

3 この規則による改正後の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動

車に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。 

4 この規則による改正後の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税

義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適

用し、令和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例

による。 

 

和歌山県規則第46号 

 和歌山県指定金融機関等事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県指定金融機関等事務取扱規則の一部を改正する規則 

 和歌山県指定金融機関等事務取扱規則（平成7年和歌山県規則第87号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（取扱事務の範囲） （取扱事務の範囲）
第 4 条 略 第 4 条 略
2 指定代理金融機関は、各店舗において、次項 2 指定代理金融機関は、各店舗において、次項
に規定する収納事務のほか、別表に定める町村 に規定する収納事務のほか、別表に定める町村
の区域内における和歌山県自動車税（種別割） の区域内における和歌山県自動車税還付金の支
還付金の支払事務を取り扱うものとする。 払事務を取り扱うものとする。

3 ・ 4 略 3 ・ 4 略

（クレジットカード納付による自動車税の種別 （クレジットカード納付による自動車税の収納
割の収納） ）
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第 9 条の 3 総括店は、和歌山県財務規則第29条 第 9 条の 3 総括店は、和歌山県財務規則第29条
の 3 の規定により指定代理納付者から代理納付 の 3 の規定により指定代理納付者から代理納付
される自動車税の種別割について、納入義務者 される自動車税について、納入義務者が指定代
が指定代理納付者に納付させることによる収納 理納付者に納付させることによる収納事務に関
事務に関し別に知事が定めるところにより処理 し別に知事が定めるところにより処理しなけれ
しなければならない。 ばならない。

（払込金の領収） （払込金の領収）
第14条 略 第14条 略
2 略 2 略
3 総括店は、令第1 5 8条第 1 項の規定により歳 3 総括店は、令第1 5 8条第 1 項の規定により歳
入金の徴収又は収納事務の委託を受けた者及び 入金の徴収又は収納事務の委託を受けた者及び
令第1 5 8条の 2 第 1 項の規定により県税の歳入 令第1 5 8条の 2 第 1 項の規定により県税の歳入
金の収納事務の委託を受けた者並びに地方税共 金の収納事務の委託を受けた者から歳入金の払
同機構から歳入金の払込みを受けたときは、あ 込みを受けたときは、あらかじめ歳入徴収者か
らかじめ歳入徴収者から送付される収納済通知 ら送付される収納済通知書に記載すべき事項を
書に記載すべき事項を記録した通知書（以下「 記録した通知書（以下「収納済記録通知書」と
収納済記録通知書」という。）によってこれを いう。）によってこれを領収しなければならな
領収しなければならない。 い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

 （自動車税に関する経過措置） 

2 この規則による改正後の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分のこの規則の施行の

日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別

割について適用し、令和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、

なお従前の例による。 

    告     示 

和歌山県告示第518号 

 令和元年和歌山県告示第422号（個人の事業税、自動車税及び不動産取得税に係る徴収金の収納の事務

の委託）の一部を次のように改正し、令和元年10月1日から適用する。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

 本文中「自動車税」を「自動車税の種別割」に改める。 

    訓     令 

和歌山県訓令第19号 

庁中一般  

 事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   事務決裁規程の一部を改正する訓令 

 事務決裁規程（昭和62年和歌山県訓令第8号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 
改 正 後 改 正 前

別表第 2 （第 3 条関係）部長、局長及び課長個別 別表第 2 （第 3 条関係）部長、局長及び課長個別
専決事項 専決事項
1 略 1 略
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2 総務部 2 総務部

課 部長 局長専決事項 課長専決事項 課 部長 局長専決事項 課長専決事項
名 専決 名 専決

事項 事項

略 略

税 略 1 地方税法（ 1 地方税法 税 略 1 地方税法（ 1 地方税法
務 昭和25年法律 に関する次 務 昭和25年法律 に関する次
課 第2 2 6号）に のこと。 課 第2 2 6号）に のこと。

関する次のこ 略 関する次のこ 略(１) (１)
と。 自動車 と。 自動車(２) (２)

～ 略 税の種別 ～ 略 税の証紙(１) (３) (１) (３)
利子割、 割の証紙 利子割、 徴収に関(４) (４)

配当割、株 徴収に関 配当割、株 すること
式等譲渡所 すること 式等譲渡所 。
得割、地方 。 得割、地方
消費税、ゴ 自動車 消費税、ゴ 自動車(３) (３)
ルフ場利用 税の環境 ルフ場利用 取得税の
税及び自動 性能割の 税及び自動 賦課徴収
車税の環境 賦課徴収 車取得税に に関する
性能割に係 に関する 係る市町村 こと。
る市町村に こと。 に対する交
対する交付 2 略 付金の交付 2 略
金の交付決 決定（第71
定（第71条 条の26、第
の26、第71 71条の47、
条の47、第 第71条の67
71条の67、 、第72条の
第72条の11 1 1 5、第10
5 、第1 0 3 3 条、第14
条、第1 7 7 3 条）
条の 6 ）

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

略 略

備考 略 備考 略
3 ～ 9 略 3 ～ 9 略

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この訓令は、令和元年10月1日から施行する。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

2 この訓令の施行の日（次項及び附則第4項において「施行日」という。）前の自動車の取得に対して課

する自動車取得税については、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

3 この訓令による改正後の事務決裁規程（次項において「新規程」という。）の規定中自動車税の環境

性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割について

適用する。 

4 新規程の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義務が発生した

者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和元年

度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

 

和歌山県訓令第20号 

総 務 部  

県税事務所  

 和歌山県税規程及び和歌山県税収入事務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
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  令和元年9月30日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸  

   和歌山県税規程及び和歌山県税収入事務規程の一部を改正する訓令 

 （和歌山県税規程の一部改正） 

第1条 和歌山県税規程（昭和29年和歌山県訓令第162号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 
改 正 後 改 正 前

（徴税吏員証票等の受払い等） （徴税吏員証票等の受払い等）
第 3 条 県税事務所の長は、和歌山県税規則（昭 第 3 条 県税事務所の長は、和歌山県税規則（昭

和25年和歌山県規則第56号。以下「規則」とい 和25年和歌山県規則第56号。以下「規則」とい
う。）第 4 条に規定する証票を交付し、又は返 う。）第 4 条に規定する証票を交付し、又は返
納を受ける場合は、徴税吏員証票等受払簿によ 納を受ける場合徴税吏員証票等受払簿により当
り当該証票の受払いをしなければならない。 該証票の受払いをしなければならない。

2 略 2 略

（賦課台帳の整備） （賦課台帳の整備）
第10条 県税事務所の長は、個人の県民税、狩猟 第10条 県税事務所の長は、個人の県民税、狩猟

税及び県固定資産税を除き、県税の賦課のため 税及び県固定資産税を除き、県税の賦課のため
賦課台帳を備え常に整備しておかなければなら 賦課台帳を備え常に整備しておかなければなら
ない。ただし、法人の県民税、県民税利子割、 ない。ただし、法人の県民税、県民税利子割、
県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、事業 県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、事業
税、不動産取得税、自動車税及び鉱区税にあっ 税、不動産取得税、自動車税、鉱区税及び自動
ては、申告書、調査資料その他の関係書類をも 車取得税にあっては、申告書、調査資料その他
って賦課台帳に代えることができる。 の関係書類をもって賦課台帳に代えることがで

きる。

（納期限後に申告納入し、若しくは申告納付し （納期限後に申告納入し、若しくは申告納付し
、又は納付する県税に係る延滞金額の減免の基 、又は納付する県税に係る延滞金額の減免の基
準） 準）

第13条 法第64条第 4 項、第71条の13第 2 項、第 第13条 法第64条第 3 項、第71条の13第 2 項、第
71条の34第 2 項、第71条の54第 2 項、第72条の 71条の34第 2 項、第71条の54第 2 項、第72条の
45第 4 項、第72条の53第 2 項、第73条の32第 2 45第 3 項、第72条の53第 2 項、第73条の32第 2
項、第74条の22第 3 項、第89条第 2 項、第1 4 4 項、第74条の22第 3 項、第89条第 2 項、第1 3 1
条の46第 2 項、第1 7 0条第 2 項、第1 7 7条の18 条第 2 項、第1 4 4条の46第 2 項、第1 6 3条第 3
第 3 項、第1 9 6条第 2 項及び第7 0 0条の63第 2 項、第1 9 6条第 2 項及び第7 0 0条の63第 2 項の
項の規定により、延滞金額を減免する場合は、 規定により、延滞金額を減免する場合は、次の
次の基準によらなければならない。 基準によらなければならない。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

（法人の県民税、県民税利子割、県民税配当割 （法人の県民税、県民税利子割、県民税配当割
、県民税株式等譲渡所得割、法人の事業税、県 、県民税株式等譲渡所得割、法人の事業税、県
たばこ税、ゴルフ場利用税、軽油引取税及び自 たばこ税、ゴルフ場利用税、自動車取得税及び
動車税の環境性能割に係る不足税額の延滞金額 軽油引取税に係る不足税額の延滞金額の減免の
の減免の基準） 基準）

第14条 法第56条第 5 項、第71条の12第 3 項、第 第14条 法第56条第 4 項、第71条の12第 3 項、第
71条の33第 3 項、第71条の53第 3 項、第72条の 71条の33第 3 項、第71条の53第 3 項、第72条の
44第 5 項、第74条の21第 3 項、第88条第 3 項、 44第 4 項、第74条の21第 3 項、第88条第 3 項、
第1 4 4条の45第 3 項及び第1 6 9条第 3 項の規定 第1 3 0条第 3 項及び第1 4 4条の45第 3 項の規定
により、延滞金額を減免する場合は、次の基準 により、延滞金額を減免する場合は、次の基準
によらなければならない。 によらなければならない。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
前 2 号に掲げる場合のほか、更正又は決定(３)

を受けたことについてやむを得ない理由があ
ると認めるとき 減免することが相当である
と認める延滞金額

（徴収猶予に伴う手続） （徴収猶予に伴う手続）
第21条の 2 県税事務所の長は、法第15条第 1 項 第21条の 2 県税事務所の長は、法第15条第 1 項

、同条第 2 項、同条第 4 項、第72条の38の 2 第 、同条第 2 項、同条第 4 項、第72条の38の 2 第
1 項、同条第 5 項、同条第 6 項若しくは同条第 1 項、同条第 5 項、同条第 6 項若しくは同条第
7 項において準用する同条第 5 項、条例第42条 7 項において準用する同条第 5 項、条例第42条
の25第 1 項、第42条の27の 2 第 2 項、第42条の の25第 1 項、第42条の27の 2 第 2 項、第42条の
27の 3 第 2 項若しくは第71条第 2 項又は法第14 27の 3 第 2 項若しくは第51条第 2 項又は法第14
4 条の29の規定により徴収猶予をする場合及び 4 条の29の規定により徴収猶予をする場合及び
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 （和歌山県税収入事務規程の一部改正） 

第2条 和歌山県税収入事務規程（昭和39年和歌山県訓令第16号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

法第15条の 3 、第72条の38の 2 第 8 項若しくは 法第15条の 3 、第72条の38の 2 第 8 項若しくは
同条第 9 項又は条例第42条の26、第42条の27の 同条第 9 項又は条例第42条の26、第42条の27の
2 第 3 項、第42条の27の 3 第 4 項若しくは第71 2 第 3 項、第42条の27の 3 第 4 項若しくは第10
条第 5 項の規定により徴収猶予を取り消す場合 7 条第 5 項の規定により徴収猶予を取り消す場
において、その状況を明確にするため徴収猶予 合において、その状況を明確にするため徴収猶
整理簿を備え、これを整理しなければならない 予整理簿を備え、これを整理しなければならな
。 い。

改 正 後 改 正 前

（調定の変更等） （調定の変更等）
第 8 条 県税収入の調定をした後において、当該 第 8 条 県税収入の調定をした後において、当該

調定をした金額（以下「調定済額」という。） 調定をした金額（以下「調定済額」という。）
につき、法令の規定又は調定漏れその他の誤り につき、法令の規定又は調定もれその他の誤り
等特別の事由により変更しなければならないと 等特別の事由により変更しなければならないと
きは、直ちにその変更の事由に基づく増加額又 きは、直ちにその変更の事由に基づく増加額又
は減少額に相当する金額について調定をしなけ は減少額に相当する金額について調定をしなけ
ればならない。 ればならない。

2 略 2 略
3 納税者等が、誤って納付義務のない歳入金（ 3 納税者等が、誤って納付義務のない歳入金（
自動車税の証紙売りさばき代金を含む。以下同 自動車税及び自動車取得税の証紙売りさばき代
じ。）を納付し、又は調定済額を超えた金額の 金を含む。以下同じ。）を納付し、又は調定済
歳入金を納付した場合においては、その納付し 額を超えた金額の歳入金を納付した場合におい
た金額について調定外誤納として調定をしなけ ては、その納付した金額について調定外誤納と
ればならない。ただし、当該納付した金額を当 して調定をしなければならない。ただし、当該
該年度内において直ちに還付する場合において 納付した金額を当該年度内において直ちに還付
は、これを省略することができる。 する場合においては、これを省略することがで

きる。
4 前 3 項の規定による調定は、第 3 条から前条 4 前 3 項の規定による調定は、第 3 条から前条
までの規定による手続によりこれをしなければ までの規定による手続によってこれをしなけれ
ならない。 ばならない。

（証紙の消印） （証紙の消印）
第 8 条の 2 納税者が和歌山県税条例（昭和25年 第 8 条の 2 納税者が和歌山県税条例（昭和25年

和歌山県条例第37号。以下「条例」という。） 和歌山県条例第37号。以下「条例」という。）
第68条第 2 項及び第73条の 8 第 4 項の規定に基 第49条第 2 項及び第63条の 2 第 4 項の規定に基
づいて自動車税を証紙をもって納付した場合の づいて自動車取得税及び自動車税を証紙をもっ
証紙の消印は、総務部総務管理局税務課長の指 て納付した場合の証紙の消印は、総務部総務管
定する職員が証紙を貼った紙面と証紙の彩紋と 理局税務課長の指定する職員が証紙を貼った紙
にかけて証印（別記第 2 号の 2 様式）をもって 面と証紙の彩紋とにかけて証印（別記第 2 号の
しなければならない。 2 様式）をもってしなければならない。

（証紙徴収実績簿の備付け） （証紙徴収実績簿の備付け）
第 8 条の 3 総務部総務管理局税務課には、証紙 第 8 条の 3 総務部総務管理局税務課には、証紙

徴収実績簿（別記第 2 号の 3 様式）を備え、前 徴収実績簿（別記第 2 号の 3 様式）を備え、前
条に規定する証紙の消印並びに条例第68条第 2 条に規定する証紙の消印並びに条例第63条の 2
項及び第73条の 8 第 4 項に規定する証紙代金収 第 4 項及び第1 0 5条第 3 項に規定する証紙代金
納計器の表示の状況を整理しておかなければな 収納計器の表示の状況を整理しておかなければ
らない。 ならない。

（納税通知書等又は納付（入）書によらない収 （納税通知書等又は納付（入）書によらない収
納） 納）

第24条 出納員及び収納員は、第22条の規定によ 第24条 出納員及び収納員は、第22条の規定によ
る場合を除くほか、納税者等から納税通知書等 る場合を除くほか、納税者等から納税通知書等
又は納付（入）書を添え、若しくは添えないで 又は納付（入）書を添え、若しくは添えないで
歳入金の納付を受けたときは、これを収納し、 歳入金の納付を受けたときは、これを収納し、
領収証書（別記第 8 号様式）を納税者等に交付 領収証書（別記第 8 号様式）を納税者等に交付
しなければならない。ただし、自動車税の証紙 しなければならない。ただし、自動車税及び自
売りさばき代金については、領収証書の交付を 動車取得税の証紙売りさばき代金については、
要しない。 領収証書の交付を要しない。

2 略 2 略
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（納税の告知の登記） （納税の告知の登記）
第47条 歳入徴収者は、第 3 条の規定により調定 第47条 歳入徴収者は、第 3 条の規定により調定

をしたとき、及び地方税法の規定により納税の をしたとき、及び地方税法の規定により納税の
告知をしたときは、自動車税の環境性能割及び 告知をしたときは、自動車取得税及び狩猟税の
狩猟税の証紙徴収分を除き、直ちに、個人県民 証紙徴収分を除き、直ちに、個人県民税にあっ
税にあっては市町村ごと、狩猟税の証紙徴収分 ては市町村ごと、狩猟税の証紙徴収分以外のも
以外のものにあっては代表納税者ごと並びにそ のにあっては代表納税者ごと並びにその他の税
の他の税目にあっては納税者等ごとの納付すべ 目にあっては納税者等ごとの納付すべき金額、
き金額、納期限その他必要な事項を歳入徴収票 納期限その他必要な事項を歳入徴収票（別記第
（別記第21号様式）及び滞納整理票（別記第21 21号様式）及び滞納整理票（別記第21号の 2 様
号の 2 様式）に登記しなければならない。ただ 式）に登記しなければならない。ただし、歳入
し、歳入徴収者が事務上支障がないと判断した 徴収者が事務上支障がないと判断した場合には
場合には、滞納整理票への登記を省略すること 、滞納整理票への登記を省略することができる
ができる。 。

別記第 2 号の 3 様式（第 8 条の 3 関係） 別記第 2 号の 3 様式（第 8 条の 3 関係）
証 紙 徴 収 実 績 簿 証 紙 徴 収 実 績 簿

税

略 略

備考 この様式は、自動車税の環境性能割、 備考 この様式は、自動車税、自動車取得税
自動車税の種別割の別に作成すること。 の別に作成すること。

別記第 3 号様式（第 9 条関係） 別記第 3 号様式（第 9 条関係）
（その 1 ） 略 （その 1 ） 略
（その 2 ） （その 2 ）

略 略

備考 この様式は、指定金融機関等に備え付 備考 この様式は、指定金融機関等に備え付
け、自動車税の種別割以外を納付（入）す け、自動車税以外を納付（入）する場合に
る場合に納税者に交付するときに使用する 納税者に交付するときに使用するものとす
ものとする。 る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別記第17号様式及び別記第18号の2様式中「平成」を削る。 

  別記第21号様式（その2（4））中「、特別地方消費税」を削り、同様式（その5（2））及び（その

6）中「自動車税」を「自動車税の種別割」に改める。 

  別記第21号の2様式（その6）表面中「平成」を削り、「自動車税」を「自動車税（種別割）」に改め、

同様式（その6）裏面中「自動車税」を「自動車税の種別割」に改め、同様式（その7）中「鉱区税、県

固定資産税、自動車取得税の更正決定分」を「自動車税の環境性能割の更正決定分、鉱区税、県固定資

産税」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

2 この訓令の施行の日（以下「施行日」という。）前の自動車の取得に対して課する自動車取得税につ

いては、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

3 第1条の規定による改正後の和歌山県税規程（附則第5項において「新県税規程」という。）の規定中

自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境

性能割について適用する。 

4 第2条の規定による改正後の和歌山県税収入事務規程（附則第6項において「新県税収入事務規程」と

いう。）の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課す

る自動車税の環境性能割について適用する。 

5 新県税規程の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義務が発生
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改 正 後 改 正 前

別表（第 2 条関係） 別表（第 2 条関係）

保管させる 目的 交付限度額 保管させる 目的 交付限度額
出納員名 出納員名

略 略 略 略 略 略

総務部総務 総務部総務管理局 200,000円 総務部総務 総務部総務管理局 230,000円
管理局税務 税務課の現金の収 管理局税務 税務課の現金の収
課の出納員 納に際し必要なつ 課の出納員 納に際し必要なつ

り銭に充てるため り銭に充てるため
。 。

略 略

した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和

元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

6 新県税収入事務規程の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の施行日以後に納税義

務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和2年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用

し、令和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例に

よる。 

    会計管理者訓令 

和歌山県会計管理者訓令第1号 

庁 中 一 般  

各 か い  

 和歌山県つり銭用資金取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和元年9月30日 

和歌山県会計管理者 飯 島 孝 志  

   和歌山県つり銭用資金取扱規程の一部を改正する訓令 

 和歌山県つり銭用資金取扱規程（平成17年和歌山県出納長訓令第1号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この訓令は、令和元年10月1日から施行する。 
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